
Established
• In April 2017 on the initiative of Japan’s Ministry of the Environment

Mission
• Help people make better choices by guiding their own autonomous 

decisions w/o stress in a personalized way, preserving freedom of 
choice

Objectives
• Implement rigorous impact evaluation and evidence-based policymaking 

(EBPM) & practice (EBP) by keeping transparency and accountability
• Disseminate effective behavioral approaches that supplement traditional 

policy measures in both public and private sectors
• Make the behavioral approaches take root locally by creating a win-win-win 

situation for all stakeholders

Behavioral Sciences Team (BEST) – Japan’s nationwide challenge
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Members
• Industry, academia, politicians, local & central governments, and  the public 

[all Japan activity]
• Every person and entity that is ambitious to make Japan and the world a better 

place
• 10+ central gov’ts joined thus far: Ministry of the Environment; Cabinet Secretariat; 

Cabinet Office; Consumer Affairs Agency; Ministry of Internal Affairs and Communications; 
Ministry of Finance; Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology; Ministry 
of Health, Labour and Welfare; Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries; Ministry of 
Economy, Trade and Industry; Agency for Natural Resources and Energy; Ministry of Land, 
Infrastructure, Transport and Tourism; Board of Audit

Policy Field
• All policy fields; not only energy & environment, but health care, education, 

transportation, etc.

Global cooperation
• Info sharing, policy dialogue, collaborative study, int’l conference, etc. with 

overseas governments, businesses, and experts.

Open space for open discussion 
where everyone can join

[NOT limited to governments]

Behavioral Sciences Team (BEST) – Japan’s nationwide challenge
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BEST is for a better choice

BEST helps autonomous behavior 
changes

BEST and ABCs （Thaler教授との対談資料より）
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AI (artificial intelligence)

BI (behavioral insights)

CI (community inclusion)

DI (diversity inclusiveness) 

EI (evidence institution)

and more …

Next challengeBEST and XIs （Thaler教授との対談資料より）

BI-tech

BITE

Personalization by 
AI/IoT/blockchain, etc.

Behavioral Insights x Traditional Economics

難解な事柄を
わかりやすく
“かみくだく”
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BESTの取組に対するThaler教授の指摘と評価
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従来のOpower方式のようにフィードバックを与えるナッジはfirst generationの
ナッジ。その次は何か？

世界のナッジ・ユニットは誰かがやったうまくいくことをやっているだけ。完全に
異なるアプローチを考えること。

例えば、user experienceを考慮してscience interfaceになること。

今後はBIとTechnologyのコンビネーション。気づきを与えるのか、オートメー
ションかという世界。

そして、BIとTraditional Economicsの融合。

BI-techとBITEの提案はまさにそれらを体現するもの。ジーニアスだ。

ナッジ・ユニットは様々な主体を巻き込んだinclusiveな組織とすることが重要。
行政内部に組織を作って行政だけに閉じないこと。日本のナッジ・ユニット
BESTが産学政官民連携のBIチームとしていることは、マネジメントの難しい非
常にambitiousな取組だが、賛辞を贈りたい。



BESTの取組に対するSunstein教授の指摘と評価
（オバマ政権時のホワイトハウスでの経験とその後のトランプ政権への移行を体験したこ
とを踏まえ、）行政にとどめた活動にするのではなく、政党によらず政治家を巻き込んだ
組織とすることが重要。

その点、BESTが産学政官民連携の組織体制としていることは高く評価。

政府の施策に対する国民の反応について各国で調査したが、日本人は特にユニーク
だった。どのような施策であっても反発があり得る。BESTは「効果をきちんと評価し、エ
ビデンスに基づく政策立案を実施して透明性を高め、説明責任を果たすことが重要」とい
うモットーを掲げているが、まさにそうしたことをきちんとやることが大切。

ナッジを組織的に実施していくに当たり、２つのアプローチがある。すなわち、既存の組
織で実施する場合と新規に組織を設立する場合であり、前者については知識と権限を
もった人材が既存の組織内に存在するかが鍵。後者についてはさらに、少数（例えば５
人程度）の有識者から構成される場合と、より大人数（例えば３０人以上）で幅広い分野
に従事するチームとする場合があるが、いずれの場合も排除しない。新規の組織は、改
革を実践していくに当たり、部外者とされずに、一定の権限を与えられるかが重要であり、
そのためにはいかに懐に入って関係者を巻き込んでいくか。日本のナッジ・ユニットBEST
は専門的な訓練を受けたメンバーが小規模から始め、周りを大きく巻き込んでいってお
り、好事例。
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BESTの取組に対するGus O’Donnell卿(GOD)の指摘と評価
ナッジの究極の目標は皆のWell-being。

行動科学のセオリーは色々あるが、何が効くかを教えてはくれない。人の価値
観、習慣、文化の違い、貧富差等の要因によって、ナッジの効果も変わってくる。

ナッジの適用に対する反応・効果が、文化の違いによってかなり異なってくるた
め、ある国でうまくいった事例が他の国においても成功を収めるとは限らないと
考えること。

政府のナッジ活用に対する国民の不安を払拭するためには、ナッジの目的と政
府の活動内容を透明に公開した方がよい。

国民が、自分自身が希望している方向に向かっていると感じられることが重要。

ナッジの導入が、本来意図していなかった予想外の行動の変化や逆効果を招く
場合もあるため、十分な検討・注意が必要。

世界的な行動科学の普及の流れの中で、行動科学の活用を広めていくことを
期待している。
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私たち一人ひとりが自分自身にとってより良い選択を自発的にできる制度設
計になっているか

私たちが自らの判断でより良い選択を選択できるよう、自身の行動・習慣を見
つめるきっかけや気付きを与え、リテラシーを高められるようになっているか

○新たな政策・施策手法へ

伝統的政策手法（規制的手法、
財政的手法、情報的手法）と
行動インサイトが補完し合って、
より良い政策・施策の実現へ


